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茨 城 県 



 

 

ま  え  が  き 

 

 県は、県民の皆さんに、最近の財政状況を通して県政の動きをお知らせし、

豊かで住みよい地域づくりに一層の御理解と御協力をいただくために、財政

状況を年２回公表しています。 

 今回は、令和８年度当初予算及び令和７年10月１日から令和８年３月31日

までの間における補正予算の状況をはじめ、収入支出の状況、県民の県税負

担の状況、県債・一時借入金の状況及び県有財産の状況についてお知らせす

るものです。 

 

 

 

 

令和８年６月25日 

茨城県知事 大井川 和彦 
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人口減少時代の「新しい茨城」づくり 
 

① 「活力があり、県民が日本一幸せな県」の実現に向け、「新しい豊かさ」、 

「新しい安心安全」、「新しい人財育成」、「新しい夢・希望」の４つのチャレ

ンジに取り組む。 

 

②  その中でも特に重点的に進める３つの取組として、「本県に他地域にはな

い特長をつくるための『差別化』」、「本県の将来の発展を見据えた 

『インフラへの投資』」、「『多様な人財』が活躍できる社会の実現」を推進。 

新しい豊かさ 

 

新しい人財育成 

 

 

新しい安心安全 

 

新しい夢・希望 

Ⅰ 令和８年度当初予算案の概要 
 
 
 

１ 予算編成の基本的考え方 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
特に重点的に進める３つの取組 

「差別化」「インフラへの投資」「多様な人財」 

人口減少時代の「新しい茨城」づくり 

併せて経済の好循環に向けて物価高対策を推進(R7 最終補正含む)  
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２ 特に重点的に進める３つの取組等 

 

 ★ 本県に他の地域にない特長をつくるための「差別化」 
  

・県北地域振興のため、日立共創プロジェクトの推進や、「里山資源」を活用した

コンテンツ造成等により地域活力を創出 
  
・新産業を育成し魅力的な働く場を創出するため、成長分野進出支援やベンチャー

企業育成等に加え、クリエイティブ・コンテンツ産業のアニメ分野を開拓 
   
・付加価値向上等による儲かる農林水産業の実現のため、スマート農業技術の活用等による

有機農業の拡大や、ウナギ資源増大対策等を進めるとともに、海外市場への進出を促進 

★ 本県の将来の発展を見据えた「インフラへの投資」 
  

・つくばエクスプレス土浦延伸計画の具体化に向けた必要な追加調査・分析を実施 
  
・茨城空港ターミナルビル拡張に向けた整備方針案を策定 
   
・中央病院とこども病院を統合した新県立病院の整備に向け用地取得等に着手 
  
・阿見町実穀地区において新たな工業団地を造成 

★  本県に「多様な人財」が活躍できる社会の実現 
  

・ひとり親世帯の仕事と育児の両立のため、家事・育児負担を軽減する支援員を派遣 
  
・外国人との秩序ある共生社会実現に向け、生活ルール啓発や地域での関係構築 

支援、外国人児童・生徒への日本語支援体制等を充実 
  
・外国人雇用の適正化促進のため、事業者への巡回訪問体制を強化 

○ その他の取組（４つのチャレンジ） 
  

【新しい豊かさ】 

・中小企業の賃金引上げを推進するとともに、従業員への奨学金返還の補助により

人材確保・定着を支援  

【新しい安心安全】 

・安心して暮らせる社会づくりのため、捜査関係資機材の拡充等により、犯罪対策を強化 

・後方支援医療機関との連携促進により、中核医療機関の救急受入病床を確保  
  
【新しい人財育成】 

・プレ妊活健診の推進や不妊治療費助成の要件緩和、過疎地域の出産祝金制度への

支援により、妊娠・出産の支援体制を充実 

・多様で質の高い学習環境整備のため、小中学生向けオンライン授業等を実施 
  
【新しい夢・希望】 

・欧米豪等に向けた戦略的なプロモーションにより、インバウンド誘客を促進 

・鹿嶋市や鹿島アントラーズと連携し、新たなカシマサッカースタジアム建設の基本計画を策定 
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３ 令和８年度当初予算案の規模 

 

一般会計予算案の規模 １兆３,５９９億２４百万円（対前年度当初比＋７.６％） 

 給与改定に伴う人件費の増など義務的経費の増加に加え、社会保障関係費の増のほか、

教育無償化（高校授業料や小学校給食等の負担軽減）の実施等に伴い一般行政費が増

加しており、歳出規模は前年度と比べ、＋７．６％。 

 当初予算の歳出規模として過去最大、県税も過去最大。 

 

（単位：百万円、％） 

区  分 Ｒ７ Ｒ８ 増減率 

一 般 会 計 1,263,694  1,359,924  7.6 

特 別 会 計 473,350 434,578 ▲8.2 

企 業 会 計 140,328 183,398 30.7 

計 1,877,372 1,977,900 5.4 

 

 

【一般会計当初予算額等の推移】                      
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県税

4,471

33%

地方交付税

2,247

17%

利子割・

地方消費税

清算金

1,640

12%

国庫支出金

1,525

11%

諸収入

1,084

8%

県債

828

6%

地方譲与税

722

5%

その他

1,082 

8%

４ 歳入の状況 

 

【主な歳入の内訳】                 （単位：億円、構成比）   

 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

① 県税  ４，４７１億円 【対前年度比：＋９０億円、＋２．１％】 

 県税収入総額は、前年度比＋２．１％、９０億円の増。 

 実質的県税ベース（県税、利子割・地方消費税清算金及び特別法人事業譲与税・自動車

重量譲与税の合計額）では、前年度比＋５．４％、３００億円の増で、５，８４２億円。 

 個人県民税は、個人所得の増などにより、前年度比＋９．７％、１２１億円の増で、 

１，３７８億円。 

 法人二税は、企業収益の増などにより、前年度比＋６．２％、７１億円の増で、 

１，２２７億円。 

 税制改正に伴う、暫定税率（軽油引取税、地方揮発油譲与税）・自動車税環境性能割廃

止による影響額は、１８２億円の減（減収分は地方特例交付金により全額を補塡）。 

 

 【主な税目の前年度比較】                                          （単位：百万円、％） 

税  目 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 増減の主な理由 

 法 人 二 税 115,587 122,712 7,125 6.2 企業収益の増 

 個 人 県 民 税 125,665 137,807 12,142 9.7 個人所得の増 

 地 方 消 費 税 91,751 99,268 7,517 8.2 物価上昇による増 

自 動 車 税 52,669 48,267 ▲4,402 ▲8.4 環境性能割の廃止による減 

 軽油 引取 税 31,803 16,567 ▲15,236 ▲47.9 暫定税率の廃止による減 

  県税収入計 438,011 447,055 9,044 2.1   

前年度から増加 

・県税      （＋ ２．１％） 

・地方交付税   （＋１０．５％） 

・利子割・地方消費税清算金（＋１０．１％） 

・国庫支出金   （＋１２．０％） 

・県債      （＋ ９．１％） 

・地方譲与税   （＋１５．５％） 

・その他     （＋３２．４％） 

※地方特例交付金（軽油引取税分、自動車税環境 

性能割分の皆増等により＋１０００％） 

 

前年度から減少 

・諸収入     （▲ ７．４％） 

歳入総額 
 

13,599 
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【実質的県税の前年度比較】                                 （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 備考 

 県 税 収 入     ① 438,011 447,055 9,044 2.1 － 

利子割清算金（清算後）  ② － 410 410 皆増 清算制度創設 

 地方消費税清算金(清算後)③ 57,261 67,543 10,282 18.0 － 

小計（①＋②＋③） 495,272 515,009 19,737 4.0 － 

 特別法人事業譲与税   ④ 58,356 68,592 10,236 17.5 全国的な企業収益の増 

 自動車重量譲与税    ⑤ 549 567 18 3.2 － 

実質的県税 （①～⑤計） 554,177 584,167 29,990 5.4 － 

※表示単位未満四捨五入のため積上と合計が一致しない箇所がある。 

 

 

【実質的県税収入 当初予算額の推移】                 （単位：億円） 
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②   地方交付税 ２，２４７億円 【対前年度比：＋２１３億円、＋１０．５％】 

 普通交付税については、令和７年度の算定結果をもとに、教育無償化に係る地方負担分

や臨時財政対策債の償還対策、産業クラスターの形成・拡大や地場産業の付加価値向上

の推進（地域未来基金費（仮称））など令和８年度の地方財政対策の内容等を踏まえ算

定し、前年度比＋１０．６％、２１４億円増の２，２２５億円。 

 特別交付税については、交付実績を踏まえ、前年度同額の２０億円。 

 臨時財政対策債については、前年度に引き続き、新規発行額はゼロ。 

 この結果、地方交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的地方交付税は２，２４７億円

となり、前年度比＋１０．５％、２１３億円の増。 

 

【実質的地方交付税の前年度比較】                         （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 地財対策 

 地 方 交 付 税  203,376 224,700 21,324 10.5 6.3 

 

 

 

普通交付税     201,100 222,500 21,400 10.6 
6.5 

特別交付税 2,000 2,000 - - 

震災復興特別交付税 276 200 ▲76 ▲27.5 ▲38.1 

 臨時財政対策債        - - - - - 

合 計（実質的地方交付税） 203,376 224,700 21,324 10.5 6.3 

 

 

③  県債 ８２８億円 【対前年度比：＋６９億円、＋９．１％】 

 県債の発行額は、前年度に引き続き、臨時財政対策債の新規発行額がゼロとなるものの、

公共事業に加え、古河警察署や神栖特別支援学校（仮称）の整備の進捗等により、前年度

比＋９．１％、６９億円の増。 

 予算額に占める県債の割合を示す県債依存度は、６．１％と０．１ポイント増（前年度当

初：６．０％） 

 将来の財政負担の軽減を図るため、令和８年度に県債の発行抑制や繰上げ償還に取り組

み、県債残高は、令和８年度末（見込）で、１兆９，１７８億円となり、令和７年度末（見

込）に比べ４０１億円の減。 

 

【県債発行額及び県債残高の前年度比較】                          （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 備  考 

 県債 発行 額 75,894 82,780 6,886 9.1 － 

 県 債 残 高 1,957,819 1,917,766 ▲40,053 ▲2.0 － 
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【実質的な一般財源総額の前年度比較】                     （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 地財対策 

 県税(地方消費税・利子割清算後) 495,272 515,009 19,737 4.0 (県税)  5.8 

 地方譲与税 62,548 72,235 9,687 15.5 7.7 

地方特例交付金 1,800 19,800 18,000 1,000.0 － 

 実質的地方交付税 203,376 224,700 21,324 10.5 6.3 

合   計 762,996 831,744 68,748 9.0 (水準超除き)  5.8 

 ※実質的地方交付税は、地方交付税及び臨時財政対策債の合計額 

※実質的地方交付税には、教育無償化（地方負担分）、臨時財政対策債償還対策、地域未来基金費

（仮称）分の２２７億円を含む。 

 

 

⑤  繰入金（一般財源）  

２０２億円 【対前年度比：▲３９億円、▲１６．１％】 

 令和７年度当初予算に引き続き、後年度負担軽減の観点からの県債発行抑制などのた

め、繰入金２０２億円を一般財源として使用する。 

 

【繰入金（一般財源基金）の前年度比較】                              （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 

一般財源基金繰入金 24,059 20,192 ▲3,867 ▲16.1 

一般財源基金残高（年度末） 97,280※１ 109,400 程度※２   

※1 R7-12 月補正後の残高見込み。 

※2 R7 税収見込等を踏まえ、R7 最終補正予算で積み立てる予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

④  実質的な一般財源総額 

８，３１７億円 【対前年度比：＋６８７億円、＋９．０％】 

 県税（地方消費税・利子割清算後）や実質的地方交付税等を合わせた実質的な一般財源

総額は、８，３１７億円となり、対前年度比で＋９．０％、６８７億円の増。 

 地方特例交付金は、暫定税率（軽油引取税、地方揮発油譲与税）・自動車税環境性能割

廃止に伴う減収に対する補塡により前年度比＋１，０００．０％、１８０億円の増。 
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人件費

3,461 

26%

公債費

1,632 

12%

扶助費

292 

2%
一般行政費の一部

（内数 1,523 ）

一般行政費

4,580

34%

投資的経費

（公共）

1,109 

8%

投資的経費

（その他）

447 

3%

税交付金等

2,078 

15%
義務的経費

5,385 

40%投資的経費

1,556 11%

５ 歳出の状況 

 

【歳出（性質別内訳）の前年度比較】 （単位：億円、構成比） 

 

  

  

 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

   

  

   

 

  

 

 

①  義務的経費 ５，３８５億円 【対前年度比：＋４３１億円、＋８．７％】 

歳出全体に占める構成比：３９．６％（前年度 ３９．２％） 

 人件費は、給与改定に伴い職員給与費等が増となるとともに、定年延長に伴う隔年での

定年退職者数増による退職手当の増により、前年度比＋８．６％。 

※人件費（退職手当除き） ３，２０６億円（＋５．３％） 

 公債費は、金利上昇を踏まえた繰上償還（借換抑制９８億円）等の実施により、前年度

比＋９．３％。 

 扶助費は、児童福祉入所施設等委託費の増等により、前年度比＋６．１％。社会保障関

係費（扶助費及び一般行政費の一部）については、介護給付費負担金や自立支援給付費

の増等により、前年度比＋３．１％。 

 

②  投資的経費 １，５５６億円 【対前年度比：＋７１億円、＋４．８％】 

（公共＋３．２％、その他投資＋８．８％） 

［国補公共］ 

 国補公共事業（企業会計含み）については、災害・危機に強い公共インフラづくりなど

の視点から、河川整備や道路改良、橋梁補修等に加えて、下水道管路老朽化対策等の推

進を図ることとし、前年度比＋４．０％の８２７億円。 

 なお、国の経済対策（防災・減災、国土強靭化の推進）への対応については、令和７年

度最終補正予算に４０９億円を計上予定。 

［県単公共］ 

 県単公共事業（企業会計含み）については、新最終処分場関連道路の整備による増や道

路等の維持管理に係る労務費等の上昇分を計上したことから、前年度比＋１０．６％の

３４３億円。 

前年度から増加 

・人件費    （＋ ８．６％） 

・公債費    （＋ ９．３％） 

・扶助費    （＋ ６．１％） 

[社会保障関係費（＋ ３．１％）] 

・一般行政費  （＋ ７．７％） 

・投資的経費  （＋ ４．８％） 

・税交付金等  （＋ ６．９％） 

歳出総額 
 

13,599 

社会保障関係費 
1,815 13% 
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［公共事業全体］ 

 公共事業全体については、前年度比＋５．９％の１，１７１億円。なお、一般会計分は、

前年度比＋３．２％の１，１０９億円。 

 国の経済対策分（令和７年度最終補正予算で計上予定）を合算した場合は、＋１０．８

％の１，５８０億円。 

［その他投資（一般会計）］ 

 その他投資については、古河警察署や神栖特別支援学校（仮称）の整備の進捗等により 

前年度比＋８．８％の４４７億円。 

 

【公共事業費（特別・企業会計含み）の前年度比較】             （単位：百万円、％） 

区   分 Ｒ７ Ｒ８ 増 減 増減率 

 国補公共事業 79,511 82,729  3,218  4.0  

 

 

補 助 事 業 62,925  65,737  2,812  4.5  

直轄事業負担金 16,586  16,992  406  2.4  

 県単公共事業 31,059  34,339  3,280  10.6 

合  計 110,570  117,068  6,498  5.9  

 

＜参考＞ 令和７年度最終補正予算に計上予定の国の経済対策への対応分を合算した場合の金額

及び増減率 
 

（単位：百万円、％） 

R7 経済対策 

A 

R8 当初 

B 

計 

C=A+B 

R6 経済対策 

D 

R7 当初 

E 

計 

F=D+E 

増減率 

C/F 

40,920 117,068 157,988 32,040 110,570 142,610 10.8 
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【公共事業費（特別・企業会計含み）当初予算額の推移】            （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ Ｒ８ 

国補公共事業 ７８１ ８１９ ７９７ ７９５ ８２７ 

県単公共事業 ２６３ ２７０ ３０４ ３１１ ３４４ 

合計 １，０４４ １，０８９ １，１０１ １，１０６ １，１７１ 

 

③  一般行政費 ４，５８０億円【対前年度比：＋３２６億円、＋７．７％】 

一般行政費は、特に重点的に進める３つの取組「差別化」、「インフラへの投資」、「多様 

な人財」に係る予算について所要額を計上したほか、以下のような経費等を計上したことによ

り、前年度比で＋７．７％の４，５８０億円。 

 教育無償化（高校授業料や小学校給食等の負担軽減）の実施に伴う経費を計上（＋１８９ 

億円） 

 経済の好循環に向けた物価高対策を推進するため、国経済対策を踏まえ、中小企業等の賃 

上げ環境の整備や、医療機関・福祉施設等の社会インフラへの物価高騰対策支援などの関連

予算を計上（計１９４億円（R7 最終補正予算見込を含む）） 

 官公需における適切な価格転嫁を推進し、物価高に対応するため、維持管理経費等に係る労 

務費等の上昇分を計上（＋１７億円） 

 

県単公共事業 

国補公共事業 
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④  財政健全化に向けた取組 

将来世代の受益に繋がる事業に大胆に取り組むとともに、スクラップ・アンド・ビルドの徹底

などにより限られた財源の有効活用を図り、本県が将来にわたって発展していくための、健全な

財政構造を確立する。 

令和８年度当初予算では、普通交付税で措置される臨時財政対策債の償還対策分を活用し、借

換を抑制する（９８億円）とともに、投資的経費に充てる財源の一部（１０６億円）に一般財源

を使用し、２０４億円の県債発行抑制に取り組むことで後年度負担の軽減を図る。この結果、県

債残高は、令和８年度末（見込）で、１兆９，１７８億円となり、令和７年度末（見込）に比べ

４０１億円の減。 

[財政健全化に向けた目標] 

 県債残高を前年度以下に縮減 

→ 令和８年度当初予算案では、県債残高は前年度以下に縮減。 

 プライマリーバランスの黒字の維持 

→ 令和８年度当初予算案では、プライマリーバランスは黒字を維持。 

 

【県債残高、プライマリーバランスの推移】                 （単位：億円） 

 

  

 

 

  

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（注）R6 までは決算額、R7 は最終補正予算時見込額、R8 は当初予算時見込額 

R8 末県債残高（見込）の R7 末県債残高（見込）に対する差額（401 億円の減）は、 

表示単位未満四捨五入の関係で、グラフ上の差引と一致しない。 

黒字 

赤字 
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７ 一般会計性質別内訳 

                                         （単位：百万円、％） 

区 分 R 7 当 初 

（Ａ） 

R7当初 

構 成 比 

R 8 当 初 

（Ｂ） 

R8当初 

構 成 比 

増  減 

(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

  

義

務

的

経

費 

人 件 費 318,554  25.2  346,086  25.5  27,532  8.6  

公 債 費 149,410  11.8  163,260  12.0  13,850  9.3  

扶 助 費 27,525  2.2  29,202  2.1  1,677  6.1  

社会保障 

関 係 費 
(176,045)  (14.0)  (181,527)  (13.3)  (5,482)  (3.1)  

計 495,489  39.2  538,548  39.6  43,059  8.7  

 
 

 
 

 

投 
 

 

資 
 
 

的 
 
 

経 
 
 

費 

公 共 事 業 107,396  8.5  110,859  8.1  3,463  3.2  

 うち国補 76,368  6.0  76,551  5.6  183  0.2  

うち県単 31,028  2.5  34,308  2.5  3,280  10.6  

そ の 他 41,096  3.2  44,725  3.3  3,629  8.8  

 うち国補 20,322  1.6  26,100  1.9  5,778  28.4  

うち県単 20,774  1.6  18,625  1.4  ▲2,149  ▲10.3  

計 148,492  11.7  155,584  11.4  7,092  4.8  

 うち国補 96,690  7.6  102,651  7.5  5,961  6.2  

うち県単 51,802  4.1  52,933  3.9  1,131  2.2  

一 般 行 政 費 425,411  33.7  457,995  33.7  32,584  7.7  

税 交 付 金 等 194,302  15.4  207,797  15.3  13,495  6.9  

 合  計   1,263,694  100.0  1,359,924  100.0  96,230  7.6  

（注）公共事業は下水道事業（企業会計）除きである。 
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８ 一般会計款別内訳（歳入） 

                                          （単位：百万円、％） 

款 名 R 7 当 初 

（Ａ） 

R7当初 

構 成 比 

R 8 当 初 

（Ｂ） 

R8当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 

増 減 率 

県 税       438,011    34.7       447,055    32.9         9,044     2.1 

利子割清算金             -       -         1,427     0.1         1,427     皆増 

地方消費税清算金        148,877    11.8        162,575    11.9        13,698     9.2 

地 方 譲 与 税        62,548     4.9        72,235     5.3        9,687     15.5 

地方特例交付金         1,800     0.1        19,800     1.4       18,000  1000.0 

地 方 交 付 税        203,376    16.1        224,700    16.5        21,324     10.5 

交通安全対策特別交付金            699     0.1            656     0.1          ▲43   ▲6.2 

分担金及び負担金          8,517     0.7          7,584     0.6        ▲933   ▲11.0 

使用料及び手数料         15,804     1.2         15,563     1.1        ▲241    ▲1.5 

国 庫 支 出 金        136,143    10.7        152,515    11.2       16,372   12.0 

財 産 収 入          2,475     0.2          2,809     0.2          334    13.5 

寄 附 金          1,056     0.1          1,475     0.1           419     39.7 

繰 入 金         46,367     3.7         55,343     4.1        8,976     19.4 

繰 越 金          5,000     0.4          5,000     0.4             -      0.0 

諸 収 入       117,127     9.3       108,407     8.0       ▲8,720    ▲7.4 

県 債         75,894     6.0         82,780     6.1         6,886     9.1 

 合  計        1,263,694   100.0      1,359,924   100.0       96,230     7.6 
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９ 一般会計款別内訳（歳出） 

                                         （単位：百万円、％） 

 

款 名 
R 7 当 初 

（Ａ） 

R7当初 

構 成 比 

R 8 当 初 

（Ｂ） 

R8当初 

構 成 比 

増  減 

（Ｂ－Ａ） 
増 減 率 

議 会 費 2,018  0.2  2,022  0.1  4  0.2  

総 務 費 37,778  3.0  49,640  3.7  11,862  31.4  

企 画 開 発 費 17,515  1.4  16,507  1.2  ▲1,008  ▲5.8  

生 活 環 境 費 14,166  1.1  19,258  1.4  5,092  35.9  

防災・危機管理費 6,795  0.5  5,745  0.4  ▲1,050  ▲15.5  

保 健 医 療 費 142,342  11.3  146,096  10.7  3,754  2.6  

福 祉 費 91,444  7.2  95,780  7.1  4,336  4.7  

労 働 費 5,465  0.4  7,592  0.6  2,127  38.9  

農林水産業費 40,949  3.3  44,073  3.2  3,124  7.6  

営 業 戦 略 費 6,760  0.5  7,252  0.5  492  7.3  

立 地 推 進 費 15,361  1.2  14,647  1.1  ▲714  ▲4.6  

商 工 費 97,976  7.8  92,543  6.8  ▲5,433  ▲5.5  

土 木 費 99,473  7.9  100,617  7.4  1,144  1.2  

警 察 費 67,496  5.3  71,790  5.3  4,294  6.4  

教 育 費 280,901  22.2  322,461  23.7  41,560  14.8  

災 害 復 旧 費 796  0.1  789  0.1  ▲7  ▲0.9  

公 債 費 149,417  11.8  163,270  12.0  13,853  9.3  

諸 支 出 金 186,042  14.7  198,842  14.6  12,800  6.9  

予 備 費 1,000  0.1  1,000  0.1  -  0.0  

 合  計   1,263,694  100.0  1,359,924  100.0  96,230  7.6  
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教育費

3,225 

24%

諸支出金

1,988 

15%

公債費

1,633 

12%

保健医療費

1,461 

11%

土木費

1,006 

7%

福祉費

958 

7%

商工費

925 

7%警察費

718 

5%

総務費

496

4%

農林水産業費

441 

3%

その他

748

5%

県税

4,471

33%

地方交付税

2,247

17%

利子割・地方消費税清算金

1,640

12%

国庫支出金

1,525

11%

諸収入

1,084

8%

県債

828

6%

地方譲与税

722

5%

その他

1,082

8%

令和８年度一般会計予算 歳入・歳出の内訳

歳入総額

13,599

歳出総額

13,599

（単位：億円、構成比）

・企画開発費

・立地推進費

・生活環境費

・防災・危機管理費

・営業戦略費

・労働費

・議会費

・予備費

・災害復旧費

・繰入金

・使用料及び手数料

・地方特例交付金

・分担金及び負担金

・繰越金

・財産収入

・寄附金

・交通安全対策

特別交付金
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人件費

3,461 

26%

公債費

1,632 

12%

扶助費

292 

2%

 

一般行政費

の一部

1,523 

（内数）

一般行政費

4,580

34%

投資的経費

（公共）

1,109 

8%

投資的経費

（その他）

447 

3%

税交付金等

2,078 

15%

義務的経費

5,385 

40%
投資的経費

1,556 
11%

令和８年度一般会計予算 歳出（性質別）の内訳
（単位：億円、構成比）

歳出総額

13,599

社会保障関係費
1,815
13%
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１０ 特別会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R7当初 
(Ａ) 

R8当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

競 輪 事 業 25,038  25,299  261  1.0  

公 債 管 理 148,909  143,470  ▲5,439  ▲3.7  

市 町 村 振 興 資 金 697  729  32  4.6  

鹿島臨海工業地帯造成事業 4,565  3,000  ▲1,565  ▲34.3  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,418  3,645  227  6.6  

国 民 健 康 保 険 237,350  237,729  379  0.2  

母子・父子・寡婦福祉資金 322  197  ▲125  ▲38.8  

中 小 企 業 事 業 資 金 1,168  803  ▲365  ▲31.2  

農 業 改 良 資 金 20  18  ▲2  ▲10.0  

林業・木材産業改善資金 71  71  -  0.0  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 72  51  ▲21  ▲29.2  

港 湾 事 業 10,621  12,006  1,385  13.0  

都市計画事業土地区画整理事業 41,099  7,560  ▲33,539  ▲81.6  

 合  計   473,350  434,578  ▲38,772  ▲8.2  

 
 

１１ 企業会計 

 

                                  （単位：百万円、％） 

会 計 名 R7当初 
(Ａ) 

R8当初 
(Ｂ) 

増 減 
(Ｂ－Ａ) 

増 減 率 

病 院 事 業 29,836  33,560  3,724  12.5  

水 道 事 業 41,095  42,668  1,573  3.8  

工 業 用 水 道 事 業 21,016  28,119  7,103  33.8  

地 域 振 興 事 業 20,462  46,675  26,213  128.1  

鹿島臨海都市計画下水道事業 5,075  6,758  1,683  33.2  

流 域 下 水 道 事 業 22,844  25,618  2,774  12.1  

 合  計   140,328  183,398  43,070  30.7  
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Ⅱ 令和７年度１２月補正予算案（12/3追加提案）の概要 

 

 

１ 基本的な考え方 

職員の給与に関する条例等の改正に伴い、職員の給料月額の改定や教職調整額の引上げ等に

必要な予算（人件費のみ）を計上するもの。 

 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 現計 Ａ 今回補正予算 Ｂ 補正後計 Ａ＋Ｂ 

一般会計 １，２７６，５１２ ９，４５９ １，２８５，９７１ 

特別会計 ４７３，３５０ － ４７３，３５０ 

企業会計 １４１，４５９ ６２４ １４２，０８３ 

計 １，８９１，３２１ １０，０８３ １，９０１，４０４ 

  ・今回の補正予算に係る所要の一般財源については、前年度からの繰越金を充当した。 

  ・特別会計は、改定所要額が既定予算で対応可能なため補正なし。 
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令和７年第４回定例会提案予定の主な議案（追加提案）の概要 

番号 条例名（担当課） 内    容 

１ 職員の給与に関する条例等の

一部を改正する条例（人事

課） 

 人事委員会の勧告等を踏まえ、職員の給料月額を改定する等、所

要の改正をしようとするもの 

 
１ 月例給の引上げ 

平均改定率＋3.01％ 

(1) 給料表の引上げ 

(2) 初任給調整手当の引上げ 

最高限度額 310,000円 → 310,800円（医師） 

51,600円 →  52,100円（医療大学教官） 

 

２  期末・勤勉手当の引上げ 

年間支給月数 4.6月分 → 4.65月分（一般職） 

3.45月分 → 3.5月分（特別職） 

 

３ 宿日直手当の引上げ 

  通常の宿日直 4,400円 → 4,700円 

２ 義務教育諸学校等の教育職員 

の給与等に関する特別措置に 

関する条例等の一部を改正す 

る条例（教育庁総務課） 

 公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法

等の一部改正等に伴い、所要の改正をしようとするもの 

 
１ 時間外勤務手当等の代わりに非管理職の教育職員に支給する教

職調整額の引上げ 

（現行）給料月額の４％ → （改正後）給料月額の10％ 

※令和８年から令和13年にかけて段階的に１％ずつ引上げ 

 

２ 管理職の給料の加算額の引上げ 

校長 （現行）０円 

→ （改正後）3,800 円又は4,000 円 

教頭等（現行）7,500 円又は7,700 円 

→ （改正後）11,500 円 

 

３ 義務教育諸学校等に勤務する教育職員に支給される義務教育等

教員特別手当について、学級担任への加算を行うための上限額の

引上げ等 

（現行）8,000 円 → （改正後）8,600 円 

 

４ その他所要の改正 
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Ⅲ 令和７年度１２月補正予算案（経済対策）の概要 

 

 

１ 基本的な考え方 

経済対策に係る国からの要請に対応し、物価高への緊急対策として、医療・介護分野等への支

援とともに、低所得の子育て世帯への給付金など重点支援地方交付金を活用した支援について、

スピード感をもって予算計上するもの。 

 

２ 補正予算の規模 

（単位：百万円） 

区 分 

現計 

 

Ａ 

補正予算 

［既提出分］ 

Ｂ 

補正予算 

［今回追加分］

Ｃ 

補正後計 

 

Ａ＋Ｂ＋Ｃ 

一般会計 １，２７６，５１２ ９，４５９ １１，３４０ １，２９７，３１１ 

 ・今回の補正予算に係る財源は、全額が特定財源となっている。 

 

３ 主な事業                      （単位：百万円） 

  （１）医療・介護等支援パッケージ関連事業 

新 医療機関賃上げ等支援事業                     １，３４２ 

  （診療所や薬局等に対する賃上げや物価上昇への対応のための支援） 

新 介護事業所賃上げ等支援事業                    ４，０９６ 

  （介護事業所等に対する従事者１人当たり月１万円等の賃上げ相当額の支援） 

新 介護事業所等サービス継続支援事業                   ５２０ 

  （介護事業所等に対するサービス継続に必要な備品購入等のための支援） 

新 介護施設等食材料費高騰対策緊急支援事業                ４６６ 

  （介護保険施設等に対する食材料費高騰への対応のための支援） 

新 障害福祉事業所賃上げ支援事業                   １，１３８ 

  （障害福祉事業所に対する従事者１人当たり月１万円の賃上げ相当額の支援） 
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  （２）重点支援地方交付金を活用した生活者・事業者への支援 

新 低所得の子育て世帯生活応援特別給付金事業              ２，９０４ 

（低所得の子育て世帯に対する児童１人当たり５万円の特別給付金の支給） 

・ ＬＰガス料金負担軽減支援事業                     ６９２ 

（ＬＰガス使用世帯等に対する料金負担軽減のための支援） 

    ・ 特別高圧受電施設等電気料金支援事業                  １８２ 

（特別高圧契約で受電する中小企業等に対する料金負担軽減のための支援） 

 

４ 繰越明許費 

（単位：百万円） 

区 分 金 額 

一般会計 ８７４ 
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Ⅳ 令和７年度２月（最終）補正予算案の概要 

 

１ 今回補正額                     （単位：百万円） 

区 分 現    計 補  正  額 補 正 後 計 

一 般 会 計 １，３００，７５０ ５８，１４３ １，３５８，８９３ 

特 別 会 計 ４７３，３５０ １４，０１４ ４８７，３６４ 

企 業 会 計 １４２，０８４ ▲３，７１９ １３８，３６５ 

計 １，９１６，１８４ ６８，４３８ １，９８４，６２２ 

 

２ 今回補正の主なもの 

（歳 入）                                                            （百万円） 

・ 県税（個人県民税の増等）                                 ２４，０２０ 

・ 地方消費税清算金（清算金収入の増）                １０，０１０ 

・ 地方譲与税（特別法人事業譲与税の増等）               ５，２４９ 

・ 地方交付税（国補正に伴う増等）                  １６，１０７ 

・ 国庫支出金（国補正に伴う増等）                  １０，９１９ 

・ 繰入金（事業費の確定に伴う減等）                 ▲８，１４０ 

・ 諸収入（中小企業融資資金貸付金の減等）             ▲１８，９３２ 

・ 県債（国補正に伴う増等）                     １７，１６８ 

 

（歳 出）                                                            （百万円） 

① 国補正関連分 

   ・ 医療機関等物価高騰対策支援事業                   １，６４３ 

（医療機関等の光熱水費等の物価高騰に対する補助） 

 

・ 福祉施設等物価高騰対策支援関連事業                １，４８２ 

 （介護施設、障害福祉事業所等の光熱水費等の物価高騰に対する補助） 

 

新 子ども食堂等緊急支援事業                        １９ 

 （子ども食堂等を実施する団体への食料品支援） 

 

・ 医療施設等経営強化緊急支援事業                    ８４９ 

 （ICT機器導入等により生産性向上・職場環境改善を図る医療機関への補助等） 

 

・ 介護事業所等生産性向上推進事業                    ８８２ 

 （見守り機器導入等により賃上げ・職場環境改善を図る介護事業所等への補助） 

 

新 日本酒原料米価格高騰緊急支援事業                    ８６ 

 （酒蔵への原料米価格高騰分に対する補助） 
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新 木材利用促進施設整備事業                        ７１ 

 （木質バイオマス利用促進のための機材導入に対する補助） 

 

    ・ 公共事業               【全会計 ２９，５５６】 ２６，９６３ 

                 国補正関連分【全会計 ４０，９２０】 ３７，４８４ 

内示減等  【全会計▲１１，３６４】▲１０，５２１ 

 

【うち主な事業（国補正関連分）】 

・ 国補河川改修事業                        ９，２４０ 

 （県管理河川における堤防整備や河道掘削、調節池等の河川改修） 

 

    ・ 治水直轄事業負担金                       ８，４０６ 

     （久慈川緊急治水対策プロジェクトによる河川改修等） 

 

    ・ 経営体育成基盤整備事業                     ６，０８０ 

     （農地の大区画化や農業用水利施設の整備等） 

 

    ・ 大規模下水道管路緊急改修事業【流域下水道事業会計、鹿島臨海都市計画下水道事業会計（公共事業外）】３，７００ 

        （特別重点調査で真に速やかな対応が必要と判定された大口径管路の緊急改修） 

 

② 今後の財政需要を踏まえた対応 

 

   ・ 退職手当基金積立金                        ５，８２２ 

    （定年延長に伴う退職手当の平準化のための積立て） 

 

 ・ 財政調整基金積立金                        ２６，１６３ 

（Ｒ８当初予算での県債発行抑制等に活用するための積増し） 

 

３ 繰越明許費                                               （単位：百万円） 

区  分 Ｒ６→Ｒ７ Ｒ７→Ｒ８ 増 減 額 増 減 率 

一般会計 １０８，３０２ １２２，９８１ １４，６７９ ＋１３．６％ 

特別会計 ４，０４７ ７，５７３ ３，５２６ ＋８７．１％ 

 

52



４ 一般会計補正予算款別内訳（歳入） 

 

                                                 （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

(Ｂ) 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

県 税 ４３８，０１１  ２４，０２０  ４６２，０３１  

地 方 消 費 税 清 算 金 １４８，８７６  １０，０１０  １５８，８８６  

地 方 譲 与 税 ６２，５４９  ５，２４９  ６７，７９８  

地 方 特 例 交 付 金 １，８００  ▲６１  １，７３９  

地 方 交 付 税 ２０３，３７６  １６，１０７  ２１９，４８３  

交通安全対策特別交付金 ６９９  ▲１２８  ５７１  

分 担 金 及 び 負 担 金 ８，５９０  ８８６  ９，４７６  

使 用 料 及 び 手 数 料 １５，８０４  ▲３３５  １５，４６９  

国 庫 支 出 金 １５９，１９５  １０，９１９  １７０，１１４  

財 産 収 入 ２，４７５  ９４１  ３，４１６  

寄 附 金 １，０５６  ▲２５４  ８０２  

繰 入 金 ４６，４９４  ▲８，１４０  ３８，３５４  

繰 越 金 １４，３８９  ６２８  １５，０１７  

諸 収 入 １１７，１２７  ▲１８，９３２  ９８，１９５  

県 債 ８０，３０９  １７，１６８  ９７，４７７  

市町村たばこ税県交付金 －  ６５  ６５  

計 １，３００，７５０  ５８，１４３  １，３５８，８９３ 
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 ５ 一般会計補正予算款別内訳（歳出）         

                                           （単位：百万円） 

款 名 

補正前の額 

 

（Ａ） 

今回補正額 

 

（Ｂ） 

計 

 

（Ａ＋Ｂ） 

議 会 費 ２，０３３  ▲２５１  １，７８２  

総 務 費 ３９，９１０  ４１，９５９  ８１，８６９  

企 画 開 発 費 １７，５５８  ６６２  １８，２２０  

生 活 環 境 費 １４，２３７  ▲８４７  １３，３９０  

防災・危機管理費 ７，８６５  ▲８３  ７，７８２  

保 健 医 療 費 １４５，４２０  ▲５５３  １４４，８６７  

福 祉 費 １０１，３０１  ６，１８５  １０７，４８６  

労 働 費 ６，３０３  ▲１，２３９  ５，０６４  

農 林 水 産 業 費 ４３，４４２  ５，７２５  ４９，１６７  

営 業 戦 略 費 ６，８０１  ▲１，０５９  ５，７４２  

立 地 推 進 費 １５，３８０  ▲８，９４２  ６，４３８  

商 工 費 ９８，３５３  ▲１２，４４０  ８５，９１３  

土 木 費 １０５，１３９  １９，９０９  １２５，０４８  

警 察 費 ６９，００８  ▲２１  ６８，９８７  

教 育 費 ２９０，７４５  ▲２，８２４  ２８７，９２１  

災 害 復 旧 費 ７９６  ▲６２１  １７５  

公 債 費 １４９，４１７  ▲１，９３０  １４７，４８７  

諸 支 出 金 １８６，０４２  １４，５１３  ２００，５５５  

予 備 費 １，０００  －  １，０００  

計 １，３００，７５０  ５８，１４３  １，３５８，８９３  
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 ６ 特別会計補正予算 
 
                                           （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

競 輪 事 業 ２５，０３８  ５，２９６  ３０，３３４ 

公 債 管 理 １４８，９０９  １４１  １４９，０５０  

市 町 村 振 興 資 金 ６９７ ５９５  １，２９２  

鹿島臨海工業地帯造成事業 ４，５６５  ▲１３９  ４，４２６  

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 ３，４１８  ▲９７  ３，３２１  

国 民 健 康 保 険 ２３７，３５０  １１，１４５  ２４８，４９５  

母子・父子・寡婦福祉資金 ３２２  ▲２０  ３０２  

中 小 企 業 事 業 資 金 １，１６８  ▲９７３  １９５  

農 業 改 良 資 金 ２０  ３９  ５９  

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 ７１  １０  ８１  

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 ７２  ２８０  ３５２  

港 湾 事 業 １０，６２１  ▲２６６  １０，３５５  

都市計画事業土地区画整理事業 ４１，０９９  ▲１，９９７  ３９，１０２  

計 ４７３，３５０  １４，０１４  ４８７，３６４  

 

 
 

７ 企業会計補正予算 
 
                                                 （単位：百万円） 

会 計 名 
補正前の額 

(Ａ) 
今回補正額 

(Ｂ) 
計 

（Ａ＋Ｂ） 

病 院 事 業 ３０，３６７  ９８６  ３１，３５３  

水 道 事 業 ４１，１３１  ５，９６２  ４７，０９３  

工 業 用 水 道 事 業 ２１，０３９  ▲６６０  ２０，３７９  

地 域 振 興 事 業 ２０，４６３  ▲１４，０６０  ６，４０３  

鹿島臨海都市計画下水道事業 ５，１６８  ４９３  ５，６６１  

流 域 下 水 道 事 業 ２３，９１６  ３，５６０  ２７，４７６  

計 １４２，０８４  ▲３，７１９  １３８，３６５  
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Ⅴ 知事の専決処分 
   令和７年度下半期（令和７年10月１日から令和８年３月31日まで）における知事の

専決処分による補正予算の概要は次のとおり。 

 

（一般会計） 

 令和８年１月２２日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円）  

     国庫支出金                       840 

    繰越金                         791    

        合  計                    1,631 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

   農林水産業費                     1,631     

        合  計                    1,631 

 

  (2)主な内容 

・高病原性鳥インフルエンザ防疫措置に係る経費 

 （令和７年12月に発生した高病原性鳥インフルエンザに対する防疫措置に迅速に 

対応するため、必要な経費を計上するもの。） 

   ・サツマイモ基腐病防疫措置・支援に係る経費 

    （令和７年11月に発生したサツマイモ基腐病に対する防疫措置・支援に迅速に対

応するため、必要な経費を計上するもの。） 

 

（一般会計） 

 令和８年１月23日専決処分 

  補正の内容 

  (1)補正予算内訳 

   【歳入】                         補正額（百万円）  

     国庫支出金                       1,809   

        合  計                    1,809 

 

   【歳出】                         補正額（百万円） 

   総務費                        1,809     

        合  計                    1,809 

 

  (2)主な内容 

   ・第51回衆議院議員総選挙の執行に要する経費 

    （令和８年２月８日執行衆議院議員総選挙の実施に必要な経費を計上するもの。） 
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Ⅵ 予算の繰越し 
 

歳出予算のうち、その性質上又は予算成立後の事由に基づき年度内に支出が終わら

ない見込みのあるものについては、予算で定め、翌年度に繰り越して使用することがで

きます。これを繰越明許といいます。 
令和７年度予算のうち繰越明許の手続きをとったものは、 
一 般 会 計                 1,070 億 70 百万円 
特 別 会 計                  68 億 65 百万円 

です。この予算は、令和８年度に繰り越して使用します。 
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Ⅶ 令和７年度予算下半期収入支出の状況について

１ 一 般 会 計 

一般会計の令和 8 年 3 月 31 日現在の款別歳入予算の収入状況と款別歳出予算の支出状況は、次表のとおりです。 

 

＜令和７年度一般会計歳入予算額と収入状況＞ 

（令和 8 年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 収 入 済 額 収  入  割  合 

1 県 税 
千円 千円 ％ 

462,030,910 449,215,058 97.2 

2 地 方 消 費 税 清 算 金 158,886,847 136,265,792 85.8 

3 地 方 譲 与 税 67,797,564 67,792,523 100.0 

4 地 方 特 例 交 付 金 1,739,394 1,739,394 100.0 

5 地 方 交 付 税 219,483,153 219,530,177 100.0 

6 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 570,904 547,656 95.9 

7 分 担 金 及 び 負 担 金 10,973,775 4,494,501 41.0 

8 使 用 料 及 び 手 数 料 15,468,251 15,314,595 99.0 

9 国 庫 支 出 金 207,869,458 136,050,733 65.5 

10 財 産 収 入 3,416,379 4,900,848 143.5 

11 寄 附 金 802,113 803,150 100.1 

12 繰 入 金 39,183,163 34,072,869 87.0 

13 繰 越 金 27,654,875 27,654,875 100.0 

14 諸 収 入 101,536,063 92,603,602 91.2 

15 県 債 141,047,400 52,248,600 37.0 

16 市 町 村 た ば こ 税 県 交 付 金 64,583 0 0.0 

合      計 1,458,524,832 1,243,234,373 85.2 
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＜令和７年度一般会計歳出予算額と支出状況＞ 

（令和８年 3 月 31 日現在） 

款      別 予 算 現 額 支 出 済 額 支  出  割  合 

1 議 会 費 
千円 千円 ％ 

1,782,453  1,730,993  97.1  

2 総 務 費 82,373,910  72,470,525  88.0  

3 企 画 開 発 費 20,543,155  11,114,078  54.1  

4 生 活 環 境 費 16,385,649  9,095,306  55.5  

5 防 災 ・ 危 機 管 理 費 9,671,442  3,746,678  38.7  

6 保 健 医 療 費 150,216,058  119,884,463  79.8  

7 福 祉 費 113,240,674  51,033,716  45.1  

8 労 働 費 5,203,409  3,612,118  69.4  

9 農 林 水 産 業 費 64,226,349  35,481,888  55.2  

10 営 業 戦 略 費 6,157,949  3,831,096  62.2  

11 立 地 推 進 費 7,145,049  4,386,588   61.4  

12 商 工 費 86,328,444  84,718,745   98.1  

13 土 木 費 184,161,600  88,270,247  47.9  

14 警 察 費 69,690,963  62,755,039  90.0  

15 教 育 費 292,133,879  260,649,506  89.2  

16 災 害 復 旧 費 240,376  60,804  25.3  

17 公 債 費 147,486,905  147,459,660  100.0  

18 諸 支 出 金 200,554,677  176,578,105  88.0  

19 予 備 費 981,891  0  0.0  

合      計 1,458,524,832 1,136,879,555  77.9 
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２ 特 別 会 計 
特別会計の令和８年 3 月 31 日現在の予算額及び収入支出の状況は、次表のとおりです。それぞれの会計の性質及

び内容により、その執行状況も異なりますが、県は、事業の性質に応じて効率的に執行するよう努めています。 

 

＜令和 7 年度特別会計予算額と収入支出の状況＞ 

（令和８年 3 月 31 日現在） 

会  計  別 予 算 現 額 
執   行   状   況 

収 入 済 額 収入割合 支 出 済 額 支出割合 

競 輪 事 業 
千円 千円 ％ 千円 ％ 

31,628,678 25,940,518 82.0 24,526,407 77.5 

公 債 管 理 149,050,506 149,047,504 100.0 149,047,504 100.0 

市 町 村 振 興 資 金 1,309,933 1,107,043 84.5 357,500 27.3 

鹿 島 臨 海 工 業 地 帯 造 成 事 業 4,964,211 9,199,946 185.3 2,420,400 48.8 

県 立 医 療 大 学 付 属 病 院 3,325,715 2,864,995 86.1 3,128,705 94.1 

国 民 健 康 保 険 248,494,565 224,745,778 90.4 215,049,301 86.5 

母 子 ・ 父 子 ・ 寡 婦 福 祉 資 金 302,265 307,732 101.8 219,063 72.5 

中 小 企 業 事 業 資 金 194,845 152,449 78.2 100,028 51.3 

農 業 改 良 資 金 58,729 57,215 97.4 19,045 32.4 

林 業 ・ 木 材 産 業 改 善 資 金 80,854 80,601 99.7 9 0.0 

沿 岸 漁 業 改 善 資 金 352,020 350,571 99.6 58 0.0 

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業 - - - - - 
港 湾 事 業 12,416,239 8,797,183 70.9 7,804,317 62.9 

都市計画事業土地区画整理事業 40,714,358 50,237,610 123.4 38,923,693 95.6 

合       計 492,892,918 472,889,145 95.9 441,596,030 89.6 
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Ⅷ 県民の県税負担の状況について 

県の財政は、県民の皆さんの直接・間接の負担によって賄われています。なかでも県税は、財政執行上極めて重要な

歳入であり、常に適正公平な賦課徴収に努力しています。 

令和８年度の県税の当初予算額は、4,470 億 5,490 万円（1 世帯当たり 35 万 6,029 円、１人当たり 16 万 870 円）と

なっています。 

 

＜県 民 の 県 税 負 担 状 況＞ 

区 分 

税 目 
令和８年度当初予算額 １世帯当たり負担額 １人当たり負担額 

 千円 円 円 

直 接 税 324,808,671 258,674 116,881 

 う ち 県 民 税 149,408,460 118,987 53,764 

 う ち 自 動 車 税 48,266,819 38,439 17,369 

間 接 税 122,246,229 97,355 43,990 

 う ち 地 方 消 費 税 99,268,140 79,056 35,721 

計 447,054,900 356,029 160,870 

（注）世帯数 1,255,670 世帯、人口 2,778,975 人（8.4.1 現在 統計課調べ） 

県民税には、森林湖沼環境税を含む。 

自動車税には、（旧）自動車税及び（旧）自動車税種別割を含む。 
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Ⅸ 県債及び一時借入金について 

１ 県 債 現 在 高 
県では、県民福祉増進のための各種建設事業や災害復旧事業について、県債を発行し、事業の推進を図っています。 

令和 8 年 3 月 31 日現在の県債現在高は、一般会計 2 兆 244 億 2,079 万円、特別会計 977 億 3,093 万円です。 

 
＜県 債 現 在 高 表＞ 

（令和 8 年 3 月 31 日現在） 

会  計  名 前期末現在高 

令和 7 年 10 月 1 日から 

令和 8 年 3 月 31 日まで 現 在 高 

借 入 額 償 還 額 

 千円 千円 千円 千円 

一 般 会 計 2,049,364,583 55,545,100 80,488,888 2,024,420,795 

特  別  会  計 97,392,055 32,546,200 32,207,320 97,730,935 

合 計 2,146,756,638 88,091,300 112,696,208 2,122,151,730 

  

２ 一 時 借 入 金 

一時借入金は、会計年度中に一時的に収支の不均衡を生じ、歳計現金が不足した場合に、その資金の不足を補うため

借り入れるものです。したがって、一時借入金は、その会計年度の歳入で返済することになります。 

令和 7 年度下半期の一時借入金状況は、次表のとおりです。 

 

＜一 時 借 入 金 状 況＞ 

 

 

借 入 先 
前 期 末 借 入 金 

現 在 高 

今 期 借 入 金 今 期 償 還 金 

未 償 還 額 

月 金 額 月 金 額 

 千円  千円  千円 千円 

－ － 

10 － 10 － － 

11 － 11 － － 

12 － 12 － － 

1 － 1 － － 

2 － 2 － － 

3 － 3 － － 

合   計 － － － 

    

令和 7 年 10 月１日から 

令和 8 年 3 月 31 日まで 
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Ⅹ 県有財産の状況について 

１ 公有財産現在高 
公有財産は、次のように分類できます。 

 

 

 

 

 

 

 

これらの財産は、行政運営を円滑に行うための基礎となるものであり、その取得、管理及び処分について、県は、

条例や規則に基づき、適切な執行に努めています。 

令和８年 3月 31日現在において、県が所有している公有財産の現在高及び令和７年度下半期における公有財産の主

な増減は、次表のとおりです。 

公有財産 

行政財産 

普通財産…… 行政財産以外の一切の財産で、県が一般私人と同じ立場で保有するもの 

公 用 財 産…… 

公共用財産…… 

県が事務又は事業を執行するため、自らが直接使用することを

目的とする財産（例えば庁舎、公舎、職員住宅） 

住民の共同利用に供することを目的とする財産 

（例えば学校、道路、図書館） 
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＜公有財産現在高表＞

 単位の 　 行　政　財　産 普　通　財　産 合計 前期末現在高 増減高
（令和7年９月３０日現在）

　 　 名  称 公用財産 公共用財産 計 （Ａ） (B） (A）－（B）

土 地 ㎡ 12,299,445.02 15,580,691.06 27,880,136.08 13,889,894.02 41,770,030.10 42,027,586.84 △ 257,556.74

建 物 ㎡ 721,341.62 2,962,883.56 3,684,225.18 76,129.96 3,760,355.14 3,752,731.98 7,623.16

立　　　木 ｍ3 289,401.83 587.20 289,989.03 -                    289,989.03 289,989.03 0.00

か こ い 等 ｍ 144,268.38 425,136.97 569,405.35 852,456.93 1,421,862.28 1,421,943.65 △ 81.37

工 作 物 電 柱 類 本 257 131 388 2 390 389 1

門 、 浄 化 槽

個 18,700 21,442 40,142 7,837 47,979 45,442 2,537
照 明 装 置 等

船 舶 隻 2 3 5 -                    5 5 0

航 空 機 機 1 -                    1 -                    1 1 0

地 上 権 等 ㎡ 6,971,015.91 6,336.03 6,977,351.94 18,916.45 6,996,268.39 6,996,268.39 0.00

特 許 権 等 件 -                    -                    -                    89 89 91 △ 2

株券、その他の有価証券等 円 -                    -                    -                    66,879,194,161 66,879,194,161 66,879,194,161 0

（令和８年３月３１日現在）

区　　　　　　　　　分
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施設名 増減等数量 増減等事由

土地

（農林水産部） 1 県央農林事務所　湛水防除事業　東大場・島地区 △1,820.00㎡ 譲与

2 県営湛水防除事業　山川沼地区 △1,683.70㎡ 譲与

3 県南農林事務所　畑地帯総合整備事業　東成井西部地区 △1,622.00㎡ 譲与

（立地推進部） 4 茨城中央工業団地（笠間地区） △100,000.00㎡ 時価額譲渡

5 宮の郷工業団地 △45,288.79㎡ 時価額譲渡

土地  

（営業戦略部） 1 鵜の岬国民休養施設 1,971.00㎡ 購入

（福祉部） 2 古河保健所　新庁舎 5,222.34㎡ 購入

建物

（土木部） 1 羽黒住宅 △900,96㎡ 取壊し

（農林水産部） 2 植物園 4,019.15㎡ 新築

（教育庁） 3 情報テクノロジー大学校 5,076.99㎡ 新築

（警察本部） 4 警察官待機宿舎見和（D） △747.72㎡ 取壊し

5 警察官待機宿舎見和（F） △754.58㎡ 取壊し

・令和７年10月１日から令和８年３月３１日までの主な増減状況

・土地1,500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

・建物500㎡以上の増減を抽出（報告漏れは除く）

＜公有財産の主な増減等状況＞

区分

行
政
財
産

普
通
財
産
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２ 基 金 の 状 況 

基金は、特定の目的のために財産を維持し、基金を積み立て、又は定期の資金を運用するため設置するものです。 

令和７年度下半期における積み立て及び取崩しの状況は、次表のとおりです。県は、それぞれの基金について、法

律又は条例に定められた特定の目的に応じ、確実かつ効率的な運用に努めています。 

66



     
 

基  金  名 前期末現在高 
今    期 

差引現在高 
積 立 額 取 崩 額 

茨 城 県 財 政 調 整 基 金 
千円 

74,000,523 

千円 

26,203,810 

千円 

24,058,966 

千円 

76,145,367 

茨 城 県 災 害 救 助 基 金 1,867,490 85,084 19,047 1,933,527 

茨 城 県 美 術 資 料 取 得 基 金 900,000 - - 900,000 

茨 城 県 県 債 管 理 基 金 150,310,223 34,812,892 29,117,975 156,005,140 

 一 般 会 計 分 47,287,397 9,655,135 - 56,942,532 

 
特 別 会 計 分 ※ 

【 公 債 管 理 特 別 会 計 】 
103,022,826 25,157,757 29,117,975 99,062,608 

茨城県発電用施設周辺地域振興基金 752,013 412,991 37,094 1,127,910 

茨 城 県 発 電 用 施 設 周 辺 地 域 

企 業 立 地 資 金 貸 付 基 金 
118,175 6,939 - 125,114 

茨 城 県 緑 化 基 金 90,921 35,831 60,929 65,823 

茨 城 県 森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 53,528 244 3,116 50,656 

茨 城 県 ふ る さ と 水 と 土 基 金 884,871 4,031 12,840 876,062 

特 別 電 源 所 在 県 科 学 技 術 振 興 基 金 - - - - 

茨 城 県 競 輪 事 業 基 金 

【 競 輪 事 業 特 別 会 計 】 
2,593,156 511,814 - 3,104,970 

茨 城 県 原 子 力 安 全 等 推 進 基 金 166,498 758 10,896 156,360 

茨 城 県 介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 1,842,283 8,393 - 1,850,676 

茨 城 県 放 射 線 利 用 試 験 

研 究 施 設 等 整 備 基 金 
- - - - 

茨 城 県 有 害 廃 棄 物 等 撤 去 基 金 108,985 3,870 2,338 110,517 

茨 城 県 後 期 高 齢 者 

医 療 財 政 安 定 化 基 金 
5,145,196 23,441 - 5,168,637 

茨 城 県 森 林 湖 沼 環 境 基 金 1,315,462 1,877,682 1,668,650 1,524,494 

茨 城 県 健 や か こ ど も 基 金 1,923,713 8,764 719,565 1,212,912 

茨 城 県 高 等 学 校 等 奨 学 基 金 887,761 4,045 - 891,806 

茨 城 県 農 地 集 積 総 合 支 援 基 金 661,693 254,816 263,821 652,688 

茨 城 県 幡 谷 教 育 振 興 基 金 56,953 259 6,000 51,212 

令和 7 年 10 月 1 日から 

令和 8 年 3 月 31 日まで 
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茨 城 県 地 域 医 療 介 護 総 合 確 保 基 金 10,634,774 1,495,048 829,122 11,300,700 

茨城県公共施設長寿命化等推進基金 24,027,379 109,466 - 24,136,845 

茨 城 県 文 化 振 興 基 金 2,924,169 13,322 15,064 2,922,427 

茨 城 県 が ん 対 策 基 金 3,008,837 37,294 22,545 3,023,586 

茨城県国民健康保険財政安定化基金 

【 国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 】 
2,664,172 1,185,526 - 3,849,698 

茨 城 県 医 療 提 供 体 制 確 保 基 金 2,420,846 26,343 69,000 2,378,189 

茨 城 県 企 業 立 地 促 進 基 金 17,989,901 391,024 278,509 18,102,416 

茨 城 県 就 職 支 援 基 金 43,872 200 274 43,798 

茨 城 県 森 林 環 境 譲 与 税 基 金 212,489 94,155 94,926 211,718 

茨 城 県 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 

感 染 症 対 応 地 方 創 生 基 金 
1,563,542 11,609 338,437 1,236,714 

茨 城 県 災 害 ボ ラ ン テ ィ ア 

活 動 支 援 基 金 
96,439 121,791 - 218,230 

茨 城 県 カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル 

産 業 拠 点 創 出 推 進 基 金 
20,018,324 91,201 - 20,109,525 

茨 城 県 退 職 手 当 基 金 5,823,003 5,826,845 - 11,649,848 

茨 城 県 公 立 学 校 情 報 機 器 整 備 基 金 6,667,945 31,596 5,525,893 1,173,648 

合  計 341,775,136 73,691,084 63,155,007 352,311,213 

※ 満期一括償還県債の元金償還に充てるための積立て 
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